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農林水産業支援サービス事業計画書 

 

１ 農林水産業支援サービスを営む者であることの確認 

  農商工等連携事業を行う中小企業者が営む事業が次のいずれかに該当する。 

  □ 産業用機械器具賃貸業（例：農林漁業経営に必要な機械設備のレンタル・リース） 

□ 労働者派遣業（例：農林漁業経営に必要な人材の派遣） 

☑ 情報処理・提供サービス業（例：生育状況、環境、市況等のデータ分析に基づくソリューショ 

ン等の提案） 

２ 計画の内容 

☑ 下記のとおり、申込人が営む事業は「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に 

関する法律」の第２条第４項に定める農商工等連携事業（以下「連携事業」という。）である。 

事業の類型 

 

□新商品の開発、生産若しくは需要の開拓 

（例：新たな製造・加工方法の導入等による新商品開発、事業の拡

大、新たな販路開拓等） 

 

☑新役務の開発、提供若しくは需要の開拓 

（例：新たなサービスの提供、事業の拡大、新たな販路開拓等） 

 

 

連携事業の内容（注１） 

 

農業の経営判断をサポートする生産や市況に特化したデータ分析等

のサービスを開発し、その提供による販路拡大を通じて、中小企業

者の経営の向上を図り、農林漁業経営の安定化を図る。 

 

 

 

申込人及び連携先の 

農林漁業者が提供 

する経営資源の内容

（注２） 

 

申込人 

 

農業者の生産ノウハウを利用した農業経営のサポートサービスに係

る開発技術、サービスの管理・販路・顧客に係る情報 

 

 

 

連携先の 

農林漁業者 

新サービス開発に必要な農地、倉庫、トラクター、農業生産ノウハ

ウの提供 

 

 

 

 

支援サービスの内容を記載。 

支援サービス事業者のビジネスモデルづくりに必要な情報

で、農業者の日々の営農に関する聞き取り内容等を記載。 

ビジネスモデルを協力農業者で試行する際の提供資材内容

等を記載。 

記載例 



 

 

当該事業に係る規約や契約書等の内容 

（注３） 

本事業の利用者に係る規約は次の通り。 

規約名：〇〇〇サービス利用規約 

適用者：本サービスを利用する者 

利用条件： 

・利用者の農業経営規模や〇〇等データの提供 

・本サービスを利用した効果や〇〇等に関するフィードバック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）具体例のとおり、中小企業者の経営の向上及び農林漁業者の農林漁業経営の改善が可能となるこ

とが分かるように記載。なお、必要に応じて事業内容等がわかる資料を添付する。 

（具体例）・ スマート農機のレンタル・リースによる販路拡大を通じて、中小企業者の経営の向上を図 

り、農林漁業経営のコスト削減を図る。 

・  農林漁業経営に必要な人材の派遣による販路拡大を通じて、中小企業者の経営の向上を図

り、農林漁業経営の労働力不足解消を図る。 

（注２）それぞれの相手方が保有していない経営資源（設備、技術、個人の有する知識及び技能その他ビ  

ジネスノウハウ、知的財産権等を含む事業活動に活用される資源一般をいう。）を記載。 

以下のような規約や契約により、事業者と農業者の双方が同意し

たことを書面等の媒介で取り交わしたものについて内容を記載。

規約や契約を取り交わしていない場合は連携事業の対象となり

ません。 

 

例１）サービス利用規約 

  事業者が提供する支援サービスの利用規約で、農業者から

事業者に改善点や感想をフィードバックする 等 

 

例２）利益配分契約 

  事業で得られた収入の〇％を農業者へ支払 等 

 

例３）事業実施契約 

  利益の配分は無いが、事業で損失を出した時の費用分担 等 

 

例４）アドバイザリー契約 

  契約の下、恒常的に事業に関するアドバイスをもらう対価

として、事業者から農業者へ謝金等の支払 等 

 

例５）圃場借り上げ契約 

  事業者が実証圃場として、農業者の圃場を借り上げる 等 

 

例６）アンケート契約 

  契約の下、事業者から農業者に対するアンケート協力への

謝金の支払 等 



 

（注３）申込人及び連携先の農林漁業者の間における規約や契約書等（業務の範囲や役割分担、事業費の

負担、損失の分担、及び収益の分担等）に関する定めの内容を記載。なお、規約や契約書は添付

することでその内容の記載を省略することが可能。 

３ 付加価値額の目標 

経営の向上の程度 

を示す指標（注１） 
現  状（千円） 

計画終了時の目標伸び率（計画期間） 

（％） 

付加価値額 14,000 
2.1 

（〇年〇月～〇年〇月） 

一人当たりの 

付加価値額 
7,000 2.1 

 （注１）付加価値額及び一人当たりの付加価値額をともに記載して下さい。 

（単位 千円） 

  直近期 

計画実施

から１年

後 

計画実施

から２年

後 

計画実施

から３年

後 

付加価値額（②＋③＋⑤） ① 14,000  13,000  13,750  14,300 

一人当たり付加価値額（①÷④） 7,000 6,500 6,875 7,150 

売上高 30,000  30,500  31,500  33,000 

  
売上原価 7,500  7,700  7,800  8,300 

一般管理費 20,500  22,000  22,450  22,500 

営業利益         ② 2,000  800  1,250  2,200 

人件費          ③ 10,000  10,000  10,500  10,300 

従業員数 （注１）    ④ 2 2 2 2 

減価償却費（注２）    ⑤ 2,000  2,200  2,000  1,800 

（注１） 従業員数は、勤務時間によって調整します。 

   （例：所定労働時間が１日当たり８時間とすると、１日４時間の従業員は２人につき１人として換 

算します。） 

（注２）減価償却費にはリース費用を算入します。 

 

４ 資金計画 

設備投資計画等 資金調達 

システム開発費用 1,500 千円 

営業経費等    1,500 千円 

〇〇信金 1,500 千円 

日本公庫 1,500 千円 

 


